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１．事業概要
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別添１－２

寿都町簡易水道事業経営戦略

事業の現況

用途別基本使用料と従量別超過使用料を組み合わせた料金体系としています。
平成２８年４月の料金改正時に一般家庭用の基本使用水量を８m3から５m3に変更し、それに合わせて使用料を変更しています。
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千ｍ

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まな

施 設 利 用 率 81.1

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　

浄水場設置数

配水池設置数

3

0.396

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 39 年 12 月 15 日 計 画 給 水 人 口 4,060

現 在 給 水 人 口 3,027
法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

非適用

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

寿都町

寿都町簡易水道事業

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 2110 ㎥／日

平成８年から水道・下水道を担当する上下水道課を置いていましたが、平成１６年１月に土木・建築を担当する施設課と統合して現在の施設課となっています。
平成２９年度の施設課職員は正規職員５名、徴収嘱託員１名となっており、土木、建築、水道、下水道、合併浄化槽の業務に当たっています。なお、水道工事の施工等
については土木係、一般事務を含む維持管理については水道係で行っております。
職員給与費については正規職員は１名が簡易水道事業、１名が公共下水道事業の各特別会計からとなっており、その他の正規職員については一般会計から、徴収嘱
託員については簡易水道事業で委託料として支出しています。

平 成 28 年 4 月 1 日

計 画 期 間 ：

19

～

管 路 延 長

水 源

用途 基本水量 基本料 超過料
一般家庭用  5㎥まで 1,100円 220円
営業用 20㎥まで 4,400円 220円
団体用 20㎥まで 4,400円 220円
浴場営業用 200㎥まで 18,400円 92円
臨時用  1㎥につき 450円

　表流水　, 　ダム　, 　伏流水　, 　地下水　, 　受水　, 　その他



（２）

民間委託

指定管理制度

PFI/DBO

エネルギー利用
（水力発電等）

土地利用

施設統合

広域化

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

*1　「広域化」とは、①事業統合、②経営の一体化、③管理の一体化、④施設の共同化をいい、それぞれの内容は以下のとおりである。なお、将来の広域化に向けた他団体との勉強会
の設置や人事交流等について説明すべきものがあればその内容も記載すること。
①経営主体も事業も一つに統合された形態、②経営主体は一つだか、認可上、事業は別の形態、③維持管理業務や総務系の事務処理などを共同実施あるいは共同委託等により実施
する形態、④浄水場、配水池、水質試験センターなどの施設を共同保有する形態

①民間活用

上下水道システム導入を期に平成１３年度から直営で行っていた検針及び納付書配布業務を町内の給水装置工事事業者へ民間
委託しています。また、平成２０年度から上下水道施設の一体管理を行うべく下水道施設管理業者と前述の給水装置工事事業者
のJVへ施設管理（各戸止水栓操作を含む）を合わせて委託しています。

指定管理制度の導入及び導入に向けての検討はしていません。

PFI等の導入及び導入に向けての検討はしていません。

②資産活用

エネルギー利用についての検討はしていません。

土地の有効利用は現在行っておりません。

②統合・広域

昭和３９年に旧寿都市街地区簡易水道供用開始以降４簡易水道及び地区水道組合経営の専用水道がありましたが、平成３年から
段階的に統合を行い、平成７年に寿都町簡易水道事業として統合が完了いたしました。

現在のところ、施設の広域化については検討されていません。

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

人事異動等の要素の変更の可能性はありますが、効率的な組織運営を目指します。

水需要の予測

施設の見通し

給水人口については、現在給水区域外人口が極小（２人）のため、平成２８年に作成した寿都町人口ビジョンの数字をもとに予測を行いました。その中では平成２７年度
から平成３７年度までのあいだで単純計算で年間約４０人の人口減少、計画期間内で約４００人の人口減少とされているため、それをもとに将来給水人口を見込んでいま
す。

組織の見通し

管路については平成２年から平成１８年までの間にほぼ更新が終了しているので、現状では漏水の対応や突発的な事故に対する対処が主になると考えられます。
浄水場や配水施設は毎年点検等を行っていますが、施設の劣化や使用部品の製造終了が目立ってきており、今後、施設維持管理に掛かる費用の増加が見込まれるこ
とから、施設更新等を計画的に進めていく必要があります。

料金収入の見通し

料金収入に関しては工場使用の水需要の増と将来人口の減や節水意識の向上などによる水需要の減があるため、水需要同様に横ばいから微減傾向にあると考えられ
ます。

これまでの主な経営健全化の取組

給水人口の予測

平成２８年度の経営比較分析表を添付しています。
この経営比較分析表は、経営及び施設の状況を表す経営指標を活用し、本町の経年比較や他の類似団体との比較、複数の指標を組み合わせた分析を行い、経営の
現状及び課題を的確かつ簡明に把握することが可能となります。

現在市街地区では特定環境保全公共下水道事業（公共下水道）、それ以外の地区では特定地域生活排水事業（合併処理浄化槽）により排水処理を行っており、排水
処理により増加する分を見込んだ上で需要予測を立て、また、平成２８年度から本格的に取り組みを始めたふるさと納税の返礼品需要により町内水産加工業者等の水
需要は増えていますが、公共下水道及び合併浄化槽の新規加入人口が年々少なくなっており、また、将来人口の減や節水意識の向上などにより一般家庭用の需要が
減少することにより水需要もそれに合わせた形で減少していくものと考えられます。そのため、水需要は横ばいから微減傾向にあると考えられます。

用途 基本水量 基本料 超過料
一般家庭用  5㎥まで 1,100円 220円
営業用 20㎥まで 4,400円 220円
団体用 20㎥まで 4,400円 220円
浴場営業用 200㎥まで 18,400円 92円
臨時用  1㎥につき 450円



３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

水道は町民生活や社会・経済活動に欠かせない重要なライフラインとして常に安全・安心な水を安定的に供給することが求められています。そのため、平常時はもとよ
り、災害などの非常時においても一定の給水を確保し、供給することが必要となってきます。
水道の供給を安定して行うために、水道事業を取り巻く環境変化を的確に対応した水道施設の維持管理行うとともに、経営の効率化や健全化、財務体質の強化を図る
など持続可能な事業経営に取り組みます。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

投資以外の経費（委託料、修繕費、動力費、人件費など）については、過去の使用実績や物価及び人件費上昇を見込んだ上で計上しています。

目 標 現状の施設において効率よく運用できるよう目指す。

目 標 一般会計繰入金を必要最小限に抑え、使用料収入を中心とした経営を目指す。

②　収支計画のうち財源についての説明

現在、新規施設建設については特に予定はしていません。
現有施設についても浄水施設等の老朽化が出てくるが、施設の効率的な運用により施設負担の軽減を目指します。

収益的収支に関しては使用料収入により運営を行うものとしています。
資本的収支に関しては、企業債償還に一般会計繰入金を充てるものとしますが、最低限度の繰入とするように目指します。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

用途 基本水量 基本料 超過料
一般家庭用  5㎥まで 1,100円 220円
営業用 20㎥まで 4,400円 220円
団体用 20㎥まで 4,400円 220円
浴場営業用 200㎥まで 18,400円 92円
臨時用  1㎥につき 450円



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

本経営戦略に関しては、計画策定後の確認、評価と改善を随時行っていきます。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

浄水施設については、一番古い施設で３０年を経過しているため、劣化状況を見ながら更新を行っていきます。

広 域 化 広域化については、距離および地形的な問題があり、難しいものと考えています。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 計画期間後に管路の老朽化が考えられるので、今後の状況を見ながら更新計画をたてるものとします。

起債借入を行う場合、会計としての負担が少なくなるよう適債を選択して借入を行います。

適時検証を行い、適切に繰入を行います。

現時点については導入予定はありません。
民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

そ の 他 の 取 組

基準外繰入金に頼らない持続可能な経営実現に向け、適宜検証を行います。

特にありません。

動 力 費

職 員 給 与 費

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

人事異動などにより変化が生じると考えられますが、おおむね一定程度を維持するものと考えています。

そ の 他 の 取 組 特にありません。

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

委 託 料

修 繕 費

現状からの増減はあると考えますが、おおむね一定程度になると考えています。

施設劣化とともに多少の増加はあると考えていますが、おおむね一定程度を維持するものと考えています。

おおむね一定程度を維持するものと考えています。

現在のところ、資産活用の取り組みは考えておりません。

繰 入 金

平成７年に町内簡易水道及び専用水道の統合が完了しており、施設の統合等の予定はありません。

平成７年に町内簡易水道及び専用水道の統合が完了しており、施設合理化の予定はありません。

企 業 債

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

用途 基本水量 基本料 超過料
一般家庭用  5㎥まで 1,100円 220円
営業用 20㎥まで 4,400円 220円
団体用 20㎥まで 4,400円 220円
浴場営業用 200㎥まで 18,400円 92円
臨時用  1㎥につき 450円


